SNS時代における企業不祥事の危機管理対応に関する研究 〜デジタル・クライシスのマネジメント〜 by 菊池 智慧





学籍番号：57183023  氏名：菊池 智慧 
ゼミ名称：グローバル経営の戦略研究 
 
主査：平野 正雄 教授 




  この数年、日本国内では、コーポレート・ガバナンスに関する改革が進んできている。2019 年の
1 年間で日本経済新聞朝刊には「コーポレート・ガバナンス」に関する記事が 666 件掲載されてお
り、1 日 1 回以上はコーポレート・ガバナンスに関する記事を目にしていることになる。 
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日本経済新聞社の調査では、2019 年は 11 月末までに 64 社が開示し、これまでの
最多件数 57 社（2016 年）を上回った。近年の特徴は、中国など海外子会社や合弁会


















 (1) 1920 年代 ドイツの Risikopolitik —経営管理型リスクマネジメント  
   
第一次大戦当初よりインフレーションがはじまっていたドイツは、戦後、課さ
れた巨額の戦争賠償金が原因で、ハイパーインフレーションの状況に陥った。そ






(2) 1930 年代 アメリカの Risk Management —保倹管理型リスクマネジメント 
 
   時期はドイツと同じく第一次大戦後である。 


















は、ケネディ政権下の Robert S. McNamara 国防長官が演説内で述べた“There is 


























































入している東証 1部上場企業数は、259 社（2014 年）から 4.4倍の 1140 社（2019
年）に増加し、取締役会に占める社外取締役の比率は年々高まっていることがわか
る。3分の１かつ 3人以上の構成になっている企業数も、111 社（2014 年）から 7.3


























































































表 1 一般的な危機管理フロー 








































































仮説のもと、3 点を結論づけた。(表 3) 
 
  ・経営者関与の不祥事では「原因究明」、次いで「トップ辞任」の広報が重要 
  ・製造物責任の不祥事では「初期対応の早さ」の広報が必要 
  ・情報改竄・漏洩の不祥事では「再発防止」、次いで「初期対応の早さ」の 
   広報が重要 
 
表 3 先行論文における重回帰分析の結果 
  










トップ辞任 0.476 0.064 - - - - 
原因究明 0.875 0.006 -0.672 0.016 -0.512 0.088 
再発防止 - - - - 0.893 0.005 
初期対応の
早さ 
-0.539 0.023 0.442 0.054 0.419 0.048 




れている日本の上場企業が起こした不祥事と、2007 年 1 月〜10 月に日経テレコンで
「不祥事」というキーワードで検索された上場企業の事件を元データとし、その中

































































2019 年 7 月 1 日にサービス開始したセブン＆アイ・ホールディングスのスマート
フォン決済サービス 7Pay はサービス開始直後より不正チャージおよび不正利用の被



























襲し、2018 年 10 月〜2019 年 9 月に日経テレコン、ヨミダス歴史館、聞蔵 IIビジュ
アルで「不祥事」というキーワードで検索された上場企業の事件を元データとし、そ
れぞれ日本経済新聞、読売新聞、朝日新聞朝刊における報道日直後の記事量が 1000
文字以上になった 20 件を抽出した。（表 4） 
 
表 4 対象不祥事一覧 
項番 企業名 内容 新聞掲載日 
株価 
変動率 




リコール隠し問題 2000/7/19 -6% 
旧 3 若築建設 贈賄事件 2000/7/1 -15% 
旧 4 三井物産 不正入札事件 2002/7/4 -20% 
旧 5 日本ハム 国産牛肉偽装事件 2002/7/31 -29% 
旧 6 東京電力 自主点検記録改竄事件 2002/8/30 -11% 
旧 7 JR西日本 新幹線運転士居眠り事件 2003/2/27 -7% 
旧 8 ブリヂストン 工場火災事件 2003/9/9 -10% 
 
 13 
旧 9 JR東日本 中央線ポイント配線ミス 2003/9/29 -2% 
旧 10 日本テレビ 視聴率買収事件 2003/10/25 -5% 




旧 12 トヨタ自動車 試験問題漏洩事件 2003/12/3 5% 
旧 13 UFJ銀行 金融庁検査妨害事件 2004/6/19 2% 
旧 14 関西電力 美浜原発上記噴出事故 2004/8/10 1% 




旧 16 JFE スチール 汚水排出と水質データ改竄事件 2005/2/4 6% 
旧 17 みちのく銀行 顧客情報紛失事件 2005/4/23 -6% 
旧 18 JR西日本 福知山線脱線事故 2005/4/26 -10% 
旧 19 クボタ 汚水排出と水質データ改竄事件 2005/6/30 18% 
旧 20 松下電器 石油温風機一酸化炭素中毒事件 2005/12/6 16% 
旧 21 JR東日本 羽越線脱線事故 2005/12/26 15% 
旧 22 ヤマハ発動機 産業用無人ヘリ不正輸出事件 2006/1/23 3% 
旧 23 アイフル 違法貸し付け事件 2006/4/14 -26% 
旧 24 KDDI 個人情報流出事件 2006/6/14 8% 
旧 25 トヨタ自動車 リコール放置問題 2006/7/12 1% 
旧 26 不二家 期限切れ原材料使用事件 2007/1/11 6% 
旧 27 北海道ガス 北見市都市ガス漏れ事故 2007/1/20 1% 
旧 28 北陸電力 臨界事故隠し 2007/3/15 -8% 




投信不適切処理 2007/6/8 -7% 














社員による内部情報漏洩問題 2019/5/24 -10% 









新 6 日本航空 機長の飲酒問題 2018/11/2 0% 
新 7 鳥貴族 消毒用アルコールの提供事故 2016/8/16 16% 
新 8 日産自動車 新車完成検査不正問題 2017/9/30 -2% 
新 9 日産自動車 ゴーン氏による横領問題 2018/11/20 -10% 








新 12 スルガ銀行 不適切融資問題 2018/2/24 -34% 
新 13 レオパレス 21 施工不良問題 2018/5/30 -31% 
新 14 IHI 航空機エンジンの無資格検査問題 2019/3/5 -20% 




品質データ改竄問題 2017/11/23 -5% 
新 17 日立化成 品質データ改竄問題 2018/6/30 -9% 




















が立証できなかった。また、決定係数である重決定 R2 も 1 をはるかに下回ってお





表 5 回帰分析結果 
不祥事の種類 広報政策 重決定 R2 P-値 
経営者関与 原因究明 0.28 0.27 
製造物責任 初期対応の早さ 0.14 0.32 






上昇した割合は 15%に過ぎないこともわかった。（図 2） 
 
表 6 平均株価変化率 
  最高 最低 平均 低下した件数（割合） 
先行論文（31 件） 18% -29% -3% 16 件（52%) 
本論文（20 件） 16% -43% -12% 17 件 (85%) 
 
 





















































るが、日本では 2008 年の Twitter 上陸以降利用者数が急増し、2017 年 10 月時点で
4500万アカウントまで到達するほど、スマートフォンの浸透とともに、若者を中心






 仮説 1：外部環境の変化に伴い、「不祥事」の源が広範囲化している 




6.2 分析と結果 (仮説 1) 
本論文で新たに抽出した不祥事の中には、大戸屋ホールディングスのアルバイト
従業員による不適切動画投稿問題（表 4 新 20）のように、先行論文が対象とした不
祥事にはない分類「SNS 発端」の不祥事が存在している。（図 3） 
 
 



































図 4 SNS 発達に伴う不祥事の火種の広がり 
 

































































Webサイトや SNS 上に、様々な事象が「情報」として公開される。 
ストレージ開発企業の EMC は、IDC と共同で、地球上で生成されるデジタル


















































































































































































て、定期的に実際の報告書の格付けを行っている。その結果、2014 年 5 月より








図 9 過去の第三者委員会調査報告書格付け結果 
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